
令和元年度「ＮＰＯ共生・協働・かごしま推進事業」実施結果

（事業名）シェアリングエコノミー活用による地産地消推進の体制づくり事業

（団 体 名）特定非営利活動法人 フードバンクかごしま
（担当課名）農政課

実施主体

本県農業の活性化に向けては，県内における販路拡大など地産地消の推進が重要である。

地域での県産農産物の活用促進を図るため，市町村やＪＡ，流通業者等との連携の下，生産
者と利用者間のコーディネートを行い，利用者の需要に対応し，双方にメリットのある供給体制
を構築する必要がある。

背 景

地域課題

・ 地産地消のシステム構築については，学校給食についての取組が多く，さらに地産地消を

推進するために，地域の病院，福祉施設や企業食堂等へ県産農産物を供給するための体制
づくりをする必要がある。

・ フードバンクかごしまにおいて，フードバンク活動を通して，生産者から規格外農産物や余
剰農産物を「ただ」で引き取って欲しいとの声を聞き，「ただ」ではなく，販路拡大につなげて欲
しい。そのためには，話し合いの場をつくる必要がある。



事業のねらい

事業概要

成 果

１ 地産地消の推進と販路拡大のための調査実施（２地域)
・病院，福祉施設，企業食堂等の利用者及び生産者の意識調査
・食のシェアリングエコノミー構築のためのニーズ調査
（アンケートの実施，聞き取り調査の実施）

２ 地産地消推進セミナーの実施
対象 生産者・消費者・実需者等
テーマ
(1)地産地消推進のための課題とその解決方策について
(2)「食のシェアリングエコノミー」について

３ 「シェアリングエコノミー」のモデル実証・評価

１ 地産地消の推進と販路拡大のための調査の実施

生産者や実需者へのアンケートや聞き取り調査により，規格外品や余剰生産物に
ついての意識やニーズの把握ができた。

地域の病院・福祉施設や企業食堂等へ県産農産物を提供するため，生産者と実需者
との話し合いの場を作り，地産地消の体制づくりを目指す。

また，規格外や余剰農産物の販路拡大につなげるために，食のシェアリングエコノミー
の構築に向けたモデル実証を行う。

２ 地産地消推進セミナーの実施
（２月５日，２月12日,２月20日）
実需者である福祉施設における，県産食材の活用

の意向が把握できたこと，指宿市や姶良市の協力をい
ただきながら生産者と福祉施設との意見交換ができた。

３ 「シェアリングエコノミー」のモデル実証・評価
ＳＮＳを利用した「シェアリングエコノミー」の提
案・実証試験ができた。
(規格外のそら豆の情報をSNSで呼びかけ販売）

※シェアリングエコノミーとは，
インターネットを介して，使われていない資産を有効活用することで新しい価値を生むもの。



• 特定非営利活動法人フードバンクかごしま
（事業実施主体）

• 県（事業実施主体，関係市との調整）
• 関係市（地産地消推進セミナー開催等に
向けた取組への助言，参加者への案内
等）

• 生産者（農家や直売所など）
• 実需者（福祉施設など）

協働の状況 今後の取組

• 今回の事業で実施したセミナーを通して，
福祉施設への農産物提供のきっかけづくり
ができたところであるので，地域からの希
望に応じて，地産地消の仕組みづくりがで
きるよう協力する。

• ＳＮＳなどを活用した規格外農作物の販路
の企画や提案で協力する。

協働事業の感想

本県農業の課題を生産だけの課題
とせず、福祉施設など多様な主体
が協働によって解決出来る場を
創ったことで、生産者にとっては余
剰農作物がリスクやコストとして考
えていたことが利用者にとっては購
入のメリットが多いことが十分に分
かったので今後も続けていきたい。

団体からの声 担当課からの声

地域の関係機関と団体との協働に
より，生産者と福祉施設で，地産地
消に関する意見交換ができ，大変
有意義だったと思います。

シェアリングエコノミーも含め今後
も継続した活動により地産地消のし
くみづくりが図られることを期待して
います。


